
令和６年度事業計画 

 

基本方針 

 長らく続いたコロナ禍もようやく落ち着きを見せ、低迷していた経済も回復の兆しが

見え始めてまいりましたが、本県の少子高齢化による人口減少は相変わらず続いており、

それに伴う労働力不足も顕著であります。このような中において、人生１００年時代と

言われる昨今、シルバー人材センターは働く意欲のある高年齢者が、これまでに培った

豊富な知識や経験をもとに、「生涯現役」で地域に根ざした活動を行い、地域活性化の

一役を担える組織であると考えます。 

しかしながら、シルバー人材センターへの新規の入会年齢が年々引き上がっており、

また、入会者数自体も伸び悩みを見せているのが現状であり、会員の増強が喫緊の課題

となっております。また、事業運営においては法改正等により様々な課題が山積し、シ

ルバー人材センターを取り巻く環境が激変しており、これらの課題克服のため、これま

で以上に環境の変化を敏感に察知し、柔軟に対応しながら時代に即した事業運営の在り

方に積極的に取り組まなければならないと感じております。そして、当センターに集う

志を同じく持つ会員誰もが同等に活躍できる機会を確保・提供していくことがセンター

の重要な役割であると考えます。 

そのため、事業の基盤である高年齢者の生きがいの充実と福祉の増進を図ることを目

的として、会員の社会参加活動を積極的に支援する体制づくりと、近年推奨されている

デジタル化の推進に力を入れ、新たな就業機会の確保や就業形態の改革等に努めます。 

ついては、認識を同じく、当センター構成町であるおいらせ町・六戸町及び関係機関

との連絡を密にし、また、センター事業の発展のため会員及び役職員が一丸となって事

業の推進に取り組むとともに、町民の皆様のご理解とご支援を賜りながら、法令を遵守

し安定した経営基盤の確立と組織強化に努めてまいります。  

 

事業実施計画 

１． 就業機会提供事業 

（１）就業機会の提供 

活力ある地域社会づくりに寄与する為、請負・委任による臨時的かつ短期的

な仕事又はその他の軽易な業務に係る仕事を基本とし、適正就業ガイドライン

に沿った就業の提供を行い、地域に密着した就業を通じて公益性を確保しなが

ら地域社会から信頼されるシルバー人材センターを目指します。 

 

（２）労働者派遣 

     請負・委任と判断されない就業現場については、公益社団法人青森県シルバ

ー人材センター連合会との連携のもとに、適正な労働者派遣事業への移行を促

していきます。 



 

 

（３）有料の職業紹介 

臨時的かつ短期的な仕事又はその他の軽易な業務に係る就業を希望する高

年齢者を対象に、公益社団法人青森県シルバー人材センター連合会と連携を

図り、有料職業紹介事業の推進に努めます。 

 

２． 就業機会確保事業 

（１） 安全・適正就業の推進 

①「事故ゼロ」を目指し、安全・適正就業委員会が主体となり、安全パトロー

ルを実施し、さらなる事故抑制のための方策を検討し推進します。また、「安

全・適正就業研修会」を開催し、会員の安全意識の高揚を図ります。 

②適正就業については、法令遵守を徹底し、請負・委任に適さない受注は、労

働者派遣や有料職業紹介で対応します。 

③ローテーション就業の徹底及び長期就業の解消などのワークシェアリング

を推進し、就業機会の公平化・適正化を図ります。 

④「事務局だより」や「会報」の他「ＳМＳ」等、デジタルツールを活用した

情報の発信により安全意識の向上と注意喚起を図ります。 

⑤安全に関する知識及び技術の向上と、後継者の育成を目的とした各種技能講

習会を行います。 

 

（２） 普及啓発 

① 民間事業所及び一般家庭へのチラシ配布や、町の広報誌等への広告、ホーム

ページ等を活用し、シルバー人材センター事業の目的や仕組みをはじめ、定

期的に入会説明会を開催して新規会員の募集活動を推進し、事業の普及・拡

充・会員の拡大を図ります。 

②町や各種団体のイベント等へ参加し、ＰＲ活動に努めるほか、地域における

ボランティア活動等に積極的に参加することにより、シルバー人材センター

事業の浸透を図り、会員参加型の普及啓発活動を行います。 

③会員拡大と事業強化を図り、地域の方々・企業・関係機関等に信頼されるシ

ルバー人材センターを目指します。 

 

（３）就業開拓提供 

①役職員が連携して民間事業所や一般家庭へ口コミによるＰＲ活動を実施し、

地域社会の特性を活かした「新規就業機会」の拡大を推進します。 

②事業の円滑・迅速な推進を図るため、デジタルツールを活用して事務局体制

の強化と効率化に努めます。 

③会員の希望、知識、経験等に沿った就業機会を提供できるよう取り組みます。 


